

介護保険論議問題で厚労省村木課長と懇談する(８団体)

～今後、定期的に勉強会をしていくことを確認～

　１月２２日、障害８団体(日身連、ＪＤ、ＤＰＩ、日盲連、ろうあ連盟、脊損連合、育成会、全家連)は、厚生労働省障害保健福祉部村木企画課長と懇談した。

　

これは、１月１６日に塩田障害保健福祉部長から「介護保険と障害者施策の統合化に向け団体と定期的な意見交換の場を設け、施策に反映させたい」との提案があり、団体としての態度を明らかにする場としての話し合いであった。

　村木課長もこの日「介護保険は法律で見直し規定があり、被保険者の対象など、検討していかなければならないことになっている。障害者を含むかどうかも検討課題となっており、障害者団体の意思を聞かなければ進めることは難しい」とした。

各団体とも、介護保険への統合に賛成あるいは反対の姿勢は現時点では示していないものの「不安である」「財政が厳しいからこのような提案があるのではないか」などと指摘し、様々な角度からの意見が出た。

　しかし、「情報交換は必要」や「脱施設など障害者施策全体の見直しにつなげていく機会になれば」という考え方で、定期的に団体と厚労省が勉強会をしていくことで合意した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

第１４回地域生活支援検討会開かれる

～作業班がつくられる～

　

この同じ日第１４回障害者(児)の地域生活支援の在り方に関する検討会が午前中開かれた。

　

冒頭高原障害福祉課長から来年度の予算説明と、社会保障審議会障害者部会の報告、村木企画課長からは昨年暮れ発足した省内の介護制度改革本部の主旨について説明があった。

　介護制度改革本部については「制度横断的に関連施策を検討するものであり、連絡調整の場」とした。さらに質問に答えるかたちでこの検討会の役割について「障害者(児)の地域生活支援に焦点をあて、中長期的な施策の在り方を検討し、障害者部会に反映させるもの」と述べた。

　

今後の進め方について高原課長より提案があり、作業班を設置し３月くらいまで作業班の活動を行い、２月に検討会を開催し、「平成１６年度の事業運営上の工夫について」を議論し、４月以降６月にかけ、作業班の報告、そして「ホームヘルプサービスの国庫補助基準の必要性の検証について」などを話し合っていきたい、と述べた。

　作業班のメンバーは以下の通りである。

(１)全身性障害者等長時間介護が必要な者に対する支援の在り方

有留委員、板山委員、太田委員、大濱委員、高橋委員、谷口委員、中西委員、森祐司委員、山路委員

(２)視覚障害者・聴覚障害者に対する支援の在り方

有留委員、安藤委員、板山委員、笹川委員、高橋委員、山路委員

(３)知的障害者･障害児に対する支援の在り方

有留委員、板山委員、高橋委員、村上委員、室崎委員、山路委員、知的障害者本人(２名：ピープルファースト、全日本手をつなぐ育成会本人部会から各１名(代理出席も可能))

＊有留委員、板山委員、高橋委員、山路委員の４委員は、各作業班の調整役として運営のマネージメントをするために、全ての作業班に出席する。

有留委員の代理として、東京都福祉局障害福祉部の芦田在宅福祉課長が出席する。

　質疑によって、作業班も公開していく方向性が確認された。ピープルファーストの佐々木さんから「ピープルファースト１名だと発言しにくいので、東京都の委員会と同じように２名にしてほしい」との要望が出された。

　高原課長はこれについて「効率的な議論を求めたいので理解してほしい」とした。

　これに対して太田は「課長の提案を受けざるを得ないが、効率的にという言い方はよく考えてほしい。もともと障害者政策と効率性とは相容れない」と発言した。

　

　次回の検討会の課題である「平成１６年度の事業運営上の工夫について」が高原課長より提案されたが、多くの委員から疑問の声があがった。「厳しい財政状況が続いていく中で」などと前書きしながらも、“適切”という言葉を使いながら「支援の必要度に応じたサービス内容を適切に評価する視点」や「適切な利用者負担を求める視点」などという検討項目、“客観性”という言葉を使って「支援の必要度に対する客観性を確保する視点」という項目などがあったからである。

　一方「納税者の立場に立てば、適切や客観性が重要であり、そうでなければ市民の支持は得られない」とする意見もあった。

　さらに、「これらを次回検討会一回で議論するのは無理」とする発言もあり、これに対して高原課長は「１６年度にできるものに関して具体案を出してほしい。すべて論じようとは思わない」と答えた。

　次回の検討会の日程は決まらなかった。










